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【参考訳】 

2026 年 6 月 23 日 

国際会計基準審議会 御中 

 

 

持分法会計に関するプロジェクトについての 

我々の見解のフォローアップ 

 

1. 企業会計基準委員会（以下「我々」という。）は、持分法会計に関するプロジェク

トに関連して 2026 年 5 月の国際会計基準審議会（IASB）のボード会議においてな

された暫定的な決定、具体的には「関連会社とのすべての取引から生じた利得又は

損失を全額認識するのか、又は認識を制限するのかのいずれかを選択する会計方針

の選択を導入する。ただし、事業の移転に係る利得又は損失は例外とし、全額が認

識される。」1とした決定を歓迎する。 

2. 我々は、2024 年に公表された公開草案（ED/2024/7）「持分法会計－IAS 第 28 号『関

連会社及び共同支配企業に対する投資』（202x 年改訂）」（以下「2024 年公開草案」

という。）における提案に対して重大な懸念を表明した法域の声に、IASB が時間と

労力を割いて耳を傾けていただいたことに感謝の意を表する。 

3. 2024 年公開草案では、持分法が一行連結であるか測定方法であるかは、持分法に

関するプロジェクトの範囲外であるとされていた。しかしながら、未実現の利得及

び損失の消去は、一行連結の観点から持分法の根幹をなす側面であり、未実現の利

得及び損失の消去を禁止することは、実質的に持分法は一行連結ではないとの判断

を下すことになる。我々は、2026 年 5 月のボード会議における IASB の暫定的な決

定は、プロジェクトの当初の範囲と整合しており、賢明なものであると考える。 

4. IASB は今後、開示に関するフォローアップの議論を行う予定であると理解してい

る。我々はこれらの議論を注視し、必要であれば IASB に追加のコメントを提出す

る。 

5. 最後に、バーコウ氏の IASB 議長としての任期が終わりに近づいていることを承知

しており、この場を借りてバーコウ氏の過去 5 年間のご尽力に感謝の意を表した

い。バーコウ氏の今後のさらなるご活躍を祈念している。 

 

 
1 IASB Update May 2026 
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川西 安喜 

企業会計基準委員会 委員長 

以 上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  


